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基本となる資料である。とれを基礎に，過去にさかのぼ
り，江戸期の古地図を参考にして，江戸期の江戸とその
周辺の状況を復元，図示することが可能である。
② 明治27年の東京地震当時の東京の被害を理解する
うえでも，大正12年関東大震災の被害状況を理解するう
えでも，迅測測図が基本となる。
③ 迅測測図と今日の地形図を比較して震災問題との
関連で指摘しておきたい第一のことは，三河島付近の状
況である。三河島はその名のごとく，明治20年代にはま
だ島状に水田にかこまれた砂州状の徴高地をしめ，その
南の金杉村付近は沼沢地となっていた。徴高地上の三河
島の密集地帯の道路のあるものは今日に引つがれている
し，沼沢地であった金杉村付近は密集した市街地と化し
ている。との2つを対比するだけでも，徴高地上と沼沢
地の地域とでは，震害度に差があることが指摘できょ
う。
④ 北区志茂町付近では，荒川の河川改修がおとなわ
れ，蛇行していた河川は直線状に改修されたが，旧河道
の一部は今日では埋立てられて建物や工場などが立地し
ているし，堤防は旧河道をまたL、でつくられている。こ
うした旧河道上の部分で震害の多いことはよく知られて
いるし，河川改修によって市街地化が進んだため，密集
市街地となった状況は次々と年次の新らしい地形図や空
中写真を比較すれば一目瞭然である。同様の例は，荒川
放水路の改修された下流部にもみることができる。
⑤ 江戸川区鹿骨付近は南北にのびる自然堤防状の徴
高地のうえに立地するが，その西側には低湿な水田地帯
がひらけ，東はやや水はけのよい水団地帯であった。昭
和30年代以降の地盤沈下によって，東西両側は今日では
東京の震災問題，大震大火問題を中心に論じた前2凶
の報告のなかで，東京の地域構造の形成，変遷の過程に
土地利用や水利用が関与することについて言及した。こ
こでは震災問題と関連する土地利用，水利用の問題につ
いて，今後の研究展開の方法をさぐるため，さらに詳し
く論じたい。水利用といっても，水質や水量の問題では
なく，土地利用や地盤沈下に関連する諸問題について論
ずることにしたい。また，土地利用といっても，計画の
問題ではなく，その前段階の実態に関することが中心的
関心であることをことわっておきたい。
震災問題との関係において土地利用問題を論じた研究
は殆んどないし，地盤沈下にかかわる水問題を取扱った
研究も乏しい。筆者の論旨も，実証性に飛躍のあること
は否定しないが，次に論及する震災対策への道程とし
て，これらの問題を無視できないと考えるので問題提起
の意味を含めて論述するととにした。
き
市街地化の過程
事実を理解するには，江戸期の各種の台地図，明治以
降の新旧の地形図，昭和20年以降の数多くの空中写真を
比較すればよい。ととには概括的に特徴的な事項を紹介
するととにしたい。
① 明治20年前後に作成された正規の地形図測量によ
らない迅測測図（2方分 1）はその当時の東京の市街地
とその周辺地域の状況を刻明に記録しており，もっとも
がえま
2. 
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Zmをこえる j＼~jJ\t＆をもち，また新中川の開さく，市街
地化によって，西側の低地部は都内ではもっとも震害危
険の向い地域の一つにあげられるほどに変化してしまっ
Tこ。
玄） 江東区，墨川区は災害危険が高いと一般にし、われ
ているが，両区の地域的特色には大差があり，一括して
論ずることは妥当ではなし、。北十関川以北の墨田区北端
部の過密な市街地の道路のノミターンは，明治20年前後当
時から今日にひきつがれるものである。これに対して，
以南の墨田区南部や江東Kの整然とした道路区画は，明
治期の迅測測図にも示されるとおり，江戸期の運河開さ
くに原形をもち，かつ／HJさく時の捌さく！二が運河ぞいの
徴高地を形成している。関東大震災後の復興計画による
道路区画は，江戸期以＊の道路，運河網を改善，強化し
たものといえよう。また， Il中川ぞいを中心に工場が立
地しまた江東K南市にゴしその他による埋立地がつ
づくが， :IE丙橋につづく東附の道路以南は江戸期からの
ものである。
こうした多くは人為的な徴高地上に，市街地が立地
し，また工場が進出して地下水を多量に汲上げることに
よって，海i剖以下の地形が形成されp 一方，工場廃棄物
などによって埋立てられたところでは今も海面以土の高
さの人工的徴高地となっているの
⑦港区の溜池付近はその名のごとく，沼沢地であ
り，関東大震災時には木造家屋の倒壊するものが多かっ
たが，今日は大半ピノレにおきかわっている。
このfJIと類似しかっ市街地化の発展のさまざまなス
テージは，都内の台地をきざむ中小河川ぞいにみること
ができる。呑川lや目黒川，神In川などの谷底の市街地化
の例がそれであるe
目黒川沿いの例は工業化とともに中小 F請け工場が進
出，立地して氾らんのたえなかった谷氏平野を市街地化
していったものであるη 春川の例は市街地化が昭和30年
代に急速に進んだ例といえよう。神Il川の例は，下流か
らk流へと市街地化が進んださまざまなフェーズを示す
ものといえようの Hhも有機ftiのとに木造家屋の立地
が多く，次の震災において木造家尽倒壊率が高いと考え
られている。
③駅を中心に市街地化が進んだ例は数多いが， 新
宿，渋谷などその例である。しかしそれでも，隣接駅と
の聞が商店や事務所などで連続するには都電と時間の要
素を考えないと理解できないほど，昭和30年代までは遅
々たるものであった。
放射状の各線の駅を中心とした市街地化の形成は，中
央線ぞいで進み，私鉄沿線の駅付近の市街地との間には
畑や水固などが昭和30年代までは広く残っていた。
何れの場合にも市街地は農道を若干手なおしした程度
で立地，拡大したところが多く，今日でも，中央線や山
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l〕 8～9階率は高層建物数に対する B～9階建物の比率。
2〕 浅草地区のように8～9階率が小さく低層ピノレの密度が高いのは繁
華街の特徴といえる。
3) 丸の内地区It8～9階率の高いことに特色があり，景観的には丸の
内ピノレ街といわれる特色をもっ。
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の子線沿線の駅付近にもみられる。今では，車の交通量ー
がすくない道路として地域住民によろこばれている。
計画的に市街地がつくられた例は田園調布や成城にみ
ることができる。
東京の西部や城北地域，城東地域の市街地化は昭和30
年代に急速に市街地化していったが，全体として計画的
な拡大ではなく，自然発生的なものであったことを読み
とることができる。郊外電車の駅付近や，主要街道ぞい
' に市街地が拡大していった。古くからの都市立地の型，
鳥居前町や門前町などの形では発展せず，明治神宮，東
郷神社，乃木神社などの周辺にみるように，むしろ駅や
道路に支配された形で形成される。駅中心の市街地や繁
華街も多くは延長soom程度までで，まわりに住宅が密
集する形が特徴的である。
⑨ 市街地拡大の一つの特徴は，初期には台地上，や
がて谷底部ではやい速さで木造家屋が立地していくとい
うことである。水間農業がある時点、で終りをつげると，
たちまち宅地化するが，山の手線より西側の多くの地域
では，昭和30年代に急速に市街地化がすすむ。とくに，
首都圏整備計画で緑地地域として各種の制限のあった地
域では，とくにこの傾向が強L、。宅地等の立地はさまざ
まな方法で進行し，市街地形成に必要な環境基盤整備は
土地利用規制地域であったことから進行しなかったため
と考えられる。
⑩ こうした市街地化の過程にみられる特徴はすでに
示した火災危険度ランクの高い地域に結果としてあらわ
れている。木造家屋の密度も高く，したがって人口筏度
も高い。これらの火災危険度が高く，人口密度，木造家
屋密度の高い地域の内側の地域（火災危険度6以下の地
域）は，墨田区南西部，江東区西半部，台東区，中央区，
千代出区，文京区，新宿区，港区，豊島区（北西部を除
く），渋谷区， 品川区の大半をカパーする。このなかに
も，台東，墨田，品川，豊島，文京，新宿の一部にみる
ように木造家屋密度の高い地域がふくまれているので，
~ K •I = "_＿型開明市型可塑車型
26 30 荒川区東付尾近久4・5丁目；西尾久
1丁目 531 111. 5 26. 6 10 
。16 l, 782 3.30 5.770 
30 24 台東区日本付堤1・2丁目；東浅草 454 72.6 27. 2 25 。 9 0 6.07 5.738 1・2丁目近
31 26 台東区入谷2・1丁目，千束2丁 400 176.0 28. 0 29 。33 4. 334 4.31 5. 472! 目；竜泉 1丁目付近
31 27 台東区下谷2・1・3丁目；根岸
3丁目；入谷 1付目付近 350 59.5 28.0 27 4.31 5321 
33 21 I台東区東上野6・5・4丁目付近 332 56.4 29.9 31 O' 。55 5, 873 4.31 5. 093 
24 24 足立付区千住4・5・3丁目，千住 390 74. 1 31. 2 8 。。44 0 3. 62 4. 8791 旭町近
55 39 品川区戸越3・4・5丁目付近 456 86.6 22.s 11 。39 5,869 2.88 4.707 
24 22 .@1.z:IK S c7) l±JWJ付近 I 482 110. 9 28. 9 2 3 24 。 0 2. 88 4.701 
68 37 i大目付田近区南蒲閃3丁目；西椛谷4T 388 89.2 23.3 9 。日ll, 609 3.33 4.670 
24 42 板橋区仲町，栄町付近 363 61.7 43. 6 13 7 。 0 7, 234 1 87 4579 
22 38 北区上十条 1・2丁目；中十条2 415 66.4 29. 1 10 。55 13,792 2.33 4.555 
• 3丁豊目；十条仲原 1丁目
57 39 近品川区 町6丁目；二葉4丁目付 458 87.0 2. 9 8 。27 1. 495 2.88 4.543 
31 25 台東区千束3・4丁目 364 69.2 21. 8 23 2 。45 0 4. 31 4.478 
33 20 墨田区押上3丁目；京島2・3T 410 94.3 24.6 8 3 。 0 1.203 3.33 4.409 
56 39 品川区戸越5・6丁目付近 412 74. 2 24.7 9 。。39 6. 011 2.ss 4.332 
1) メッVュ番号は東京都メッVュ共通。
2) 空地Aは規模の大きい埋立地，河川敷など，空地Bは小規模。
3〕 都市構造は地域の特性を火災危険に関して数量化した値を示す。。荒川，台東，品川，大間，板橋，北，墨田の各区に分散するが，台東が泌をしめる。
5〕 表 3.表4の各区とはことなり，中位の15メッV品は江東，世田谷，港，干代田，墨田，練馬，品川，目黒，大田，板橋の各区にみられ，江
東が3;1ッVュをしめる。
下位の15;1ッνュは板橋，江東，葛飾，江戸川の各区に分散し，皇居とその周辺にーかたまり存在する。江戸川に%あつまる．
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地域特性偵低位のもの
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1. 2 1. 2 板橋区新河岸2丁目付近1449 
0 3 984 
人のあつまる建物として地域の機能面からみた特性を反
映するとともに，地震時の浮動性人口による混乱につい
ては問題のあることを示している。
こうしたことを地域の活動上の特徴など，地域特性の
面から検討を加え，数量化理論による数量比較から数量
の多い上位15位と少い下位の15位をひろうと，表2，表
3のとおりである。結果は明らかに，火災危険度の高い
ところがk位に多く，低いところは下位にランクされて
いて，物的な構造，火災危険，地域特性の相互間にある
程度の関係のあることを示している。また，上位の地域
（メッシュ〉が前記の中間部に多く，下位が都心部と外周
郎に多いことにも気づくであろう。表4に中位15を示す
と，地域的な特徴が明らかではなく， 10区に分散してい
るの詳しくみると，幼年人口密度と老年人口密度に特色
がある。なお，都市構造の数量は，用途地域に対する意
識からみた火災危険を数量化したものであり，繁華街や
飲食店，キャパレーなどの密集する歓楽街で大きな数量
を示している。
全域のデータは地震時地域危険度測定結果報告に収録
されているが，構造的には火災の危険を中心に考える
88 o. 2 3.8 千代田区北の丸公園付近
圏構造＆地域構造の特徴
上記した圏構造は道路率や建べい率，高！国建物分布な
どに反映している。道路ネや建ぺい率についてはすでに
前稿（地震大火問題を中心に論じた報告No.60）において
のべた。高！脅建物分布については表 1に示すとおりであ
る。
4～5階悠の非木造建物は都心部や副都心などで一般
に密度が高いが，周辺部や外周部では小さく，また8～
9陪率は都心部で高く周辺の地域で小さい。このこと
は，圏構造とともに，その内部の地域構造にちがいのあ
ることを示しているp 表 1に例示したなかでは浅草消防
署の管内によくみられるように，低層ピルが飲食店など
都市的土地利用の特色としては，中央，千代田，港の都
心部と，それをとりまく，江東，墨田，台東，文京，豊
山J，新宿，渋谷，品川の各区の中間部，さらにその外側
の周辺部，さらに外側の外周部といった圏構造を指摘で
きる。この地域危険にみる閤構造はよく知られている東
京の外延的拡大ともよく符合する。
3. 
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表4 地域特性値中位のもの
メ 夜 幼
っ，
間人 年人、ン
ユ 区 町 丁 目 名 ロ 口
番号 密度 密度
4219 江東区南砂3丁目付近 140 30.8 
4857 世田谷区桜丘5丁目付近 120 30.0 
4126 江東区永代1丁目佐賀 1丁目付近 146 26. 3 
4433 港区新橋3丁目芝愛宕町 1丁目付 143 20.0 近
3日4 千代田区富士見町2・1丁目付近 108 
3022 墨田区堤通1丁目 133 27.9 
3062 練馬区上石神井1丁目〔西部）付近 126 30.2 
5039 金品川区上大目付崎3・2TfL 港区白台5丁近 104 15.6 
5448 目黒区八雲3・2丁目付近 143 25.7 
5844 大田区南千束2丁目，東宮谷 1丁 157 31.4 目
3834 千代田区三番町付近 92 17. 5 
5751 世田谷区等々存2・1丁目，尾山台2・3丁目近 113 21.5 
1745 板橋区坂下2丁目付近 139 32.0 
2346 板橋付区区桜東近JI! 2・1丁目， 東新町2 160 32.0 
4117 
丁江東付目 東近砂4・7丁目， 北砂7丁
164 自近
と，駅を中心とする商店街で高く，まわりで低L、。こう
した大小の単位が集合してより大きな危険地域を形成し
ている。
これに対して，前記した圏構造はさらに広域の地域，
地帯をさしているので，別言すれば，都心部が核心部と
外核部に細分され，これらが，メッシュ地域の集合した
地域に対応するとし、ぅ理解の仕方ができる。そこで，火
災危険があるメッシュ単位程度の地域で発生し，拡大し
て核心部，外核部と波及すれば，さらにその外廷にある
中間部の地域に波及し，被害を大きくすることになる。
メッシュ単位程度の，中間部にも周辺部にも外周部にも
存在する危険度の高い地域で出火することもあるので，
現在では連続する危険度の高いメッシュを分断するよう
に考えることが対策上の一つのねらいとなる。機能を地
域的に分断するという考えには一般の抵抗も大きいであ
ろう。
4. 地盤の特性と土地利用
東京に限らず，都市の発生当初は自然の地形をたくみ
老 道 空 空 交 交 都 総第
年人 地 地 通 通 市 主
口 路 率 率 量 量 構 成
密度
* A B 自
鉄 造 合分値、J、.；
5.6 22 8 2.88 012 
4-8 15 3 2.88 . 007 
8.8 17 3 19 34 1, 053 1. 67 005 
10.0 27 14 2 0 2, 491 1. 87 005 
7.6 14 5 7 3032, 689 2.33 . 003 
8.0 10 3 14 。 0 3, 33 . 003 
15. 1 7 19 6 0 2,067 2.88 . 002 
7.3 18 2 8 2530, 343 1.87 000 
8.6 15 8 1 。 0 2. 33 000 
1. 0 13 。14 36 3, 195 。 003 
6.4 29 2 9 20 0 2. 33 004 
6.8 17 5 34 0 2. 33 一.004 
4.2 13 2 12 。142 3.33 一.013 
6. 4 17 1 13 0 1. 87 一.014 
6. 6 8 11 22 0 3. 33 015 
に利用して立地することは，内外にその例が多L、。しか
し都市が拡大して空間的に拡がるにつれて，都市の立地
は自然の制約をはなれ，場合によっては環境の整備とい
う点からみて好ましくない場所に拡大する。この初期的
な形態の一つが低湿地への拡大である。水がえやすい，
舟運の便がよいなど水と都市の係わりの初期的状態をみ
ることができる。さらに地価が安いといった条件が加わ
るに及んで，低地帯への工業の立地は決定的となり，用
水問題が発生し，地下水利用が進むことになる。このこ
とが地下水汲上げによる地盤沈下の発生，海面以下の土
地の形成，拡大へと展開し水利用にともなう諸問題を
ひきおこすことになる。
低地帯の地盤の振動特性が木造家屋の倒壊に深い関係
をもつことは関東大震災以降しばしば指摘されてきたこ
とである。古典的な研究は沖積層の深さと木造家屋全壊
率との相関である。この考えには物理的根拠は与えられ
ていない。そこで，地盤の振動特性の函から物理的根拠
を求める仕事が必要であり，嶋の一連の研究が注目され
る。その成果の一つが予想震度図として公表されてい
る。その内容は表5に示すとおりである。粘土と分類さ
第63号～66~）· 
ることになろう。しかし地震大災については想定が
困難，とくに出火怨定が困難である。そこで，被害軽減
のためには，地震水害について公共施設の強化に万全を
期して排除するように考えねぽならないであろうの液状
化現象の発生確度の高い地点と堤防，護岸等との関係を
吟味することがその前提となる。また，何回もかさあげ
した内部河川の護岸の耐震性の強化ないしは内部河川の
機能のみなおしと，それに応じた技術的処置を必要とす
るであろう。後者については都低地防災対策委員会の検
討結果があるので，早い時期に所要の工事を完了させる
ことが必要であるの
地盤の静的な特性は，地盤沈下による海抜0メー トノレ
以下の地域の形成に端的に表現されている。しかし，地
盤の静的な特性を諭す．ることは本論の趣旨ではなく，結
果としての海i白l以下の i：地の地震水害の危険とその排除
について論じたいの
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海面以下の地域の形成と土地利用
海面以ドの地域の形成は水準測量の結果から判断す
る。この場合，水準点が道路上にあって，一般にまわり
の地鍍より数lOcm高いことを考慮する必要があるので，
正確にはその実態を復元しにくし、。そこで，昭和33年に
東京下町の一万分一地形図の修正測量がおこなわれた機
会に，当時，国土地理院の担当課長として，現地に水準
点とまわりの地盤との高さの差を計って歩き，その実態
を一万分一地形図の上にプロットして，海抜0メー トノレ
地帯を図示した。これを基に，水準測量のデータをさか
のぼって，昭和15～16年には砂町付近に海面以下の地域
が形成されたものと考えている。
この昭和15～16年ころとし、う推定には多少のずれはあ
るとしても，その当時までの下町低地域におけるi也ド水
汲上げが工場によっておこなわれていたという点に関し
てはまちがし、のない事実である。昭和19～22年のころは
戦災等の影響で湯水量は減少し，地盤沈下も停滞する。
昭和25年以降，工場の復活，揚水量の増大とともに，地
盤沈下は再び活発化するが，昭和25年のキテイ台風によ
る高潮被害が，地盤沈下地域に集中したことに注意を払
う必要があろう。
大正6年10月1日の高潮被害は，まだ都市化のすすま
ない，また荒川放水路の閉さく工事中のことであった。
高潮防災のきっかけとはなったが，地盤沈下が事態をそ
の後悪化させることには思い及ばなかった。
かつて東京周辺の水害危険地帯の調査報告（1961)の
なかで示したように．江戸期を通じて高潮被害が｛民地域
に何回か発生しているが，都市化のまだ進まない大正6
年の被災，昭和25年のキテイ台風など，東京低地の環境
整備の契機となる条件も，地盤沈下防止がおくれ，幾多
5. 
れる下町の大部分が一括されている点に改善が必要であ
るが，一つの考え方は沖積層の厚さで細分するという考
え方であるの
この予想震度図は，東京23区の表層地質凶よりも概括
的，とくに下町地域について概括的であるが，大観的に
は地形分類予察図と符合する。地形分類によって与えら
れる単位地域が構成物質の点でも，振動特性の点でも，
あるオーダーで符合することを意味する。このことが肯
定できると，予察的には同じ考え方で広域用の f怨震度
図を作成できるし，また，それを利用して広域のi：地利
用計画，管理，規制等を考えることができる。都市計両
のマイクロゾーニングとかかわることになるが，問題は
予想震度図のもつ行政的な拘束性の如何である。こうし
た問題については別に論ずることとしたい。
これまでの研究調査では，砂地盤の液状化現象の影響
は余り考慮されていなし、。大震大火の研究でも，木造家
屋の倒壊率を沖積層の厚さから求め，さらに出火$を計
算する方法をとるだけであり，液状化現象による被害や
ビノレの構造的な破損は考慮しないとしている。しかし現
実には発生の可能性は過去の震災をみても，土質の吟味
をしても，肯定せざるをえなし、。東京低地における液状
化発生の可能性のある地域については，那須信治，吉見
吉昭，石原研而，福岡正己などによって指摘されている
し，松旧磐余の東京23区全域の調査結果も明らかにされ
ている。何れも場所的に共通性をもち，また現在は市街
地化しているところで発生する可能性を示している。
液状化現象の発生予想地域の土地利用を現状で規制す
ることは困難である。液状化現象による被害が火災や地
震水害に発展拡大するとすれば，その面から対策を考え
都市の自然環境論
の犠牲を払った教訓も充分に活かされないまま今日にい
たっている。また，荒川と隅悶川にはさまれたいわゆる
江東三角地幣の大半を特徴づける整然とした街区は，た
しかに関東大震災後の復興事業で出来上ったものである
が，その原形が江戸期の運河開さくと関連する点に注意
を払う必要があろう。この街lベ，運河，低平な地形が地
下水をえやすいとし、う条件と相まって，江東区の地域を
中心に工業化を促し，人口の増加，工住混在をはやめ，
用水を地下水にたよって地盤沈下，海抜0メー トノレ地帯
の形成，拡大につながっていた。
昭和30年代になって，冷暖房用に地下水を利用する例
が増大しまた揚水深度も，工業用水法の施行のうごき
がでると急激に深井戸が増加する傾向を示した。こうし
たことが，地下水揚水者として，工場だけでなく一般事
業所を加えるとともに，揚水深度の増加，揚水量；の増
大，沈下速度の増大， 0メートル地帯の拡大を促進し，
今日の海面以下の地域の原形をつくることになるのさら
に，昭和30年代後半には，水溶性天然ガスの利用が原因
に加わり，海面以下の地域は北上して，足立区や崎玉県
下にも満湖面以下の地域を拡大し，また船橋，市川の地
域の主として水溶性天然カス汲上げによる海面以下の地
域と連合して，東京低地帯に満潮函以下の地域が150km2
をこえる状況を現出した。
この間，昭和33年9月の狩野川台風時の広域の浸水，
昭和34年9月伊勢湾台風の教訓をいかした低地防災の見
なおしなどがあったため，江東三角地常については高潮
災害，内水氾濫を排除しうる体制はととのったが，荒川
より北，東の地域に水害危険を転位させる結果にもなっ
た。このことは昭和41年6月の4号台風による浸水によ
くあらわれている。新中川の開さくをはじめ，防災施設
の整備は昭和30年代から昭和40年代のはじめにかけて急
ピッチで進行したが，その結果，江戸川，葛飾，足立等
の外周部の地域では住宅，商店等が密集するようにな
り，工場も昭和30年代の工業化のなかで，外周部へ転進
出する例がふえて，被害対象物は急激にふえてきた。昭
和41年以降目ぼしい水害をおこす気象現象は発生してい
ないため，これら施設の安全性は現実には点検されてい
ない。
地 F水の汲上げや天然ガスの採取にともなう地盤沈下
については各種の規制によって進行は停滞してきたこと
はたしかではあるが，形成された海抜0メートル以下の
地域はそのままである。工場の他への転出等もあって，
工場にかわって中低層の集合住宅や事務所の立地が目立
ちはじめている。試みに， 江東，足立， 江戸川，世田
谷，練馬の地域を例にとって， 4階以上の高層建物の棟
数を比較すると，表6のとおりである。こうした中高層
化の傾向が，下町での火災危険を減少させていることも
たしかである。
9 
表6 高層建物の増加の地域比較
（東京消防庁統計書より）
！江東地区｜足立地区｜江戸川｜世田谷｜練馬地区
｜ ！ ｜地区｜地区｜
! c深Jl)iC西新井）I〔小岩川（玉J1DI c練馬）
商積回・I 1s! ~］ 16 16 22 
昭和33
イ申び率
33 
35 
37 I 
39 ! 
??
????
?
??????
35 
37 
? ?
???
?
?
?
?
45 
8 4 
10. 8 
17.9 
25.5 
32 
1. 0 
????????
???
? 40.6 
50.7 
11 
56 
98 
447 
558 
726 
860 
964 
1. 0 
5. 1 
8.9 
8.7 
14. 1 
17.9 
14. 1 
36.7 
??
???
99 
125 
99 
257 
???????
??
7 
1.0 
5.4 
7.9 
9.5 
1. 7 
15.4 
21.4 
25. 1 
14 
75 
110 
133 
41 
66.0 
78.2 
87.6 
164 
87 
122 
180 
131 
? 、???
?
?
?
? ?
? ?
214 
282 
318 
1. 0 
2. 1 
3.0 
4.4 
3. 2 
???
1) 深川など消防管区別に示してある。
2) 伸び率は3年基草で示してある．
3) 45年の江戸川地区の数値は再吟味の必要がある．
4) 41年の練馬地区の数値は要再検討。
6. 外縁部の土地利用の特徴
地震火災に関する東京消防庁の各資料は， 出火， 延
焼，総合的な火災危険の何れも，都心部と中間部をとり
まくように高い危険度で示されている。その外側の外周
部も延焼危険が高い。こうした状態が一朝一夕に形成さ
れたわけではなし昭和30年代における都市化のなか
で，無計画的に膨脹していった結果を示すとみることが
できる。延焼危険の高さは，木造家屋の増大，適当な遮
断帯としての道路の欠如，公園緑地に乏しいこと，道路
がせまし消防水利に乏しいことなど，悪い条件がかさ
なっていることによる。別言すれば，適切な都市計画の
下じきなしに膨脹した結果によるものといえる。
この実態を明らかにするためには，建ベい率，道路
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本建物混成率，緑地率，不燃化率，中高層化率などを
小単位ごとに求めるのがよく，またこれらを組合せて示
すのがよし、。この種のこころみは行政当局で作成した資
料に数多くあるので，その一部を引用してさきに示した
ことがある。区別にみれば，練馬や板橋，世田谷，足
立，江戸川などの建べい率はそれぞれ23.8%, 31. 4%, 
28 6%, 20. 5%, 19. 8%と， 23医平均の31.0%とほぼ同
じか， それ以下であるが， 道路ネは683%, 9 82%, 
8 64%, 6 54%, 5. 77%とK郎平均の 10.24 %を下まわ
るのこの 2つの指標を組合せても一つの指標がえられ
る。日常的な生活環境としては空間があり，道路交通も
はげしくない環境のよい地域ということにもなる。危険
物施設も単位面積当り， 17,55, 21, 34, 34と平均の45
を若干上まわるか，以下であって，住民にとって好まし
い環境の地域であることはたしかである。しかし，建物
混成率のうち木造率が140,11.3, 14.2, 9.5, 9.5であ
り，かつ年をおって木造棟数が増加する傾向を示してい
て，ーたび延焼拡大火災にまきこまれると大事にし、たる
危険がある。
これらの区の例でみるように，日常的な生活潔境のよ
さと大震大火時の延焼危険の大きさの調和の問題が重要
な問題点になる。さらに消防水利のような大火時の性能
を加えて考えると， 500メートルメッシュ当りo.9, 1. 6, 
1. 7, 1. 2, 1. 5と区部平均の2.3をトーまわり，千代田，文
京，台東の5.2,5.4, 5.4の3分 l以下としザ状況から，
防災対策面からは都市改造的な考え方が出やすく，一
方，生活環境防衛の面からはこれに反対する考えが出て
くる。大震大火の面から約25%弱の地域に危険が大とさ
れているが，この地域の防災 tの取扱いは｛中々やっかい
な問題である。
山の手台地をきざむ谷ぞいに発達する谷底平野の面積
はK部の約9%をしめる。この部分は前記したとおり，
木造家屋の倒壊率が台地上にくらべて高いだけでなく，
Wi京大震災時の東京市街地の地域に比べても高いと震度
f怨図に示されている。約9%の面積は旧東京市の市街
地の面積に相当する。耐震性のあるビルの建設は中間部
までは進んでいるが，外縁部や外周部ではそうでもな
い。木造家屋の倒壊，出火，短焼といった形に発展する
と．倒壊率は小さくても，台地上の木造密集地域に拡大
し，かつ道路幅が小さいので遮断効果はなく，広域を焼
きはらわれてしまうと消防関係者は警告する。
大きな空聞がないため，避難場所も小さく，またまわ
りに延焼力の高い地域があって避難に支障をきたしやす
いとも考えられている。出火防止の徹底以外に当面解決
策はないものと考えられる。
7. 都心部の土地利用の特徴
危険の多いと指摘される低地部と外縁部の土地利用の
特徴を概観したが，これらと対比的に危険性が低いとさ
れる都心部について概観しておきたい。
ここにし、う都心部には，上記の都心3区とそれに隣接
する文京，新宿，渋谷の3区を加えるが，これらの区の
地域を特徴づける第 1のものは，国公有地，社寺有地，
大企業有地が圧倒的に多いということである。しかも，
公園緑地が多いとし、う東京ではもっとも恵まれた地域で
ある。皇！討をはじめ，上野公園，神宮外苑，東宮御所，
赤坂離宮，明治神宮，青山墓地， n然教育園，六義苑，
後楽岡，小石川植物園などがそれである。丸の内ピノレ
街，回が閣官庁街，東京大学，防衛庁関係施設など，大
小の東京としてはゆとりのある空間が展開する。
第2は，千代田の21.2%，中央の2.6%，港の15.8%
文京の12.4%，新宿の126%，渋谷の147%と23区平均
の10.2%を上まわる道路率である。
第Hこは，建ぺい率のうち，耐火造率が千代田19.0%
中央18.4%，港12.4%，新宿10.3%，文京10.4%，渋谷
10. 4%と23区平均の 5.9%をはるかに上まわれることで
ある。この比率は最近でも増加の傾向にある。
第4には，消防署所数が多く， 1署所あたり面積は千
代m1.4凶 2，中央2.ok:m＇，港 1.4凶＂ 新宿2.Okm', 文京
1. 9km＇，渋谷 2.5km＇と， 渋谷をのぞいて231.K平均の 2.6
km2 よりはるかに小さく，消防力にも恵まれている。
しかし反面，危険物施設は単位面積当り，千代田105,
中央111，港81，新宿51，文京42，渋谷49と23区平均の
45程度か，その2倍以上と多い。料理飲食店，パー，キャ
バレー，喫茶店など長時間火気使用する施設が多いこと
も常識的に知られているし，平時平均の出火件数も他の
地域にくらべて多い。にもかかわらず地震時の火災危険
が低く考えられるのは，建物構造からみて地域の延焼速
度が小さいこと，消防力に安定性があること，空間のゆ
とりがあることなどによるものである。
この地域の例からいえば，消防力の増強が有力なカギ
を撚るともいえるが，大震大火にそなえてポンプ車を増
強するとすれば， 23区全域で現存のが＇.］540台を 2倍以
上，消防吏員を約 1万3,000から 3万人程度，消防水利
を約 l万2,000から 5万程度，さらに消防ポンプ車活動
の可能な道路の確保などが条件になると概算できる。大
きな都市改造なしに以上の条件が成立するかどうかはさ
らに検討を要するが，全体としては出火源対策の徹底が
地震火災対策の大前提となると考えざるをえない。この
点では，都心部では自動消火装置，煙感知器等の普及度
も高く，木造，防火木造の多い周辺部の地域とは条件が
ことなるといえる。
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第 1の特色であげた国公有地等が江戸期からの遺産で
あったり，明治・大正期に確保された軍用地であるのも
注目に値するが，昭和以降，大きな国公有地が周辺部に
ほとんど確保されていないことも確かである。
8. 避難場所の土地利用上の特色
指定されている広域避難場所だけではなく，候補地と
してあがった場所について考えてみよう。表7はその総
括表である。表8は区別にみた避難地の面積である。候
補地のうち不採用になった個所数は中間部から外周部に
かけて多いのに対して都心部では中央卸売市場だけであ
る。不採用の理由に，救援物資の基地としての機能，日
常的な機能があることを合せ考えると，これはむしろ当
然であり，候補地に含めることが適当ではないと考えら
れる。都心部をのぞく地域で不採用件数が多いが，面積
としては充分でありながら周辺からの延焼危険で指定か
らはずされたものが大半をしめていることは注目に値す
る。延焼火災が発生しない場合には周辺住民が，建物の
余民によるゆれをおそれで避難する可能性はある。個々
にみると，小石川植物園，隅田公園，浅草寺，錦糸公
園，清澄公園，戸越公園，洗足池周辺，赤羽公園，飛鳥
山公l輔，城北公園，武蔵関公園など小公園が多く，日常
的に市民に親しまれている空間である。現在の東京で
は，飛躍的に安全空間を拡大することは期待できないの
で，これらがさらに整備されるか，周辺部の危険排除を
考えることが一つの課題かもしれない。個別的に改善案
を示しているが，たとえば都立大学目黒校舎について
は，面積規模は小さいが形が理想的なので耐火建物群で
囲めばよいというものである。これらの改善案は浜田私
案であって公式の案ではなし、。
表に明らかなように，都心部で区面積に対する面積比
や夜間人口 1人当り商積が大きい。個所数に対する避難
場所面積も都心部で大きい。周辺部では小避難場所が多
いことも指摘できる。公共的な空間が周辺部に確保され
なかったことが大きな理由である。私有地の空地は土地
利用の変化で利用できなくなるケースが多く，採択され
なかった空地は多くはこうした例にあたる。また，防衛
庁や米軍施設が多いこと，河川敷や埋立地が多いことに
も特色があるし，住宅団地が多いことにも注意を払う必
要があろう。河川敷や低湿地周辺の緑地や空地，埋立地
については液状化現象のため使いにくい場合のあること
を考えておく必要がある。軍用施設では危険物のチェッ
クがされているのかどうか不明である。
海面以下の地域による避難場所では，地震水害が発生
すると利用できないし，避難場所それ自体は浸水しなく
ても，避難道路が浸水すると別の困難な問題が発生す
る。たとえば三河島汚水処理場付近はまわりに海抜0メ
表7 避難適地の土地利用
｜都心3gji:r .i s gj周辺ロ 計
緑 地 帯 10( 0〕 9( 7) 22( 9) 41(16) 
学 校 4( 0) 7( 2) 8( 7) 19( 9) 
団 地 。 6( 1〕 17( 7) 23( 8) 
耐火建物 2〔0) 2( 0) 7( 0) 11( 0) 
基地・寺院 3( 0〕 4( 1) 1( O) 8( 1〕
河川敷・埋立地 。 6( 0〕 11( 1) 17( 1) 
空地（私有） 。 1( 1) 6(11) 7(12) 
空地（公有） 0〔1〕 2( 8) 3( 8) 5(17) 
他 1( 0〕 2( 1) 10( O) 13( 1) 
言十 ｜川叫州 144(65)
1) 他：防衛庁施設，米軍施設。
2) ~ ~内は不採用の件数。
3) 都心3区は千代田，中央，港， 中間8区は新宿，文京，台東，墨
回，江東，品川，渋谷，豊島，周辺12区は上記以外。
ートノレ以下の地域があり，また塩素ガス施設， Lp G施
設，アンモニア施設，石油取扱い施設等の危険物施設が
内陸部としてはもっとも多く，避難上の支障の有無を検
討，必要な対策を考えておくべきであろう。また，江戸
川南部の避難場所は周辺に海面以下の地域があるうえ，
液状化の可能性，地震水害の可能性も考えられるので，
安全対策を考えておく必要がある。江東区南部の避難場
所では，一部の避難道路で途中浸水のケースも考えられ
る。
避難場所付近の土地利用，土地条件を個別に検討する
と，また，避難場所選定の前提となっている火災危険の
検討が幅射熱による場合だけを考え，飛火や熱旋風など
考慮、していないことを合せ考えると，避難場所の絶対的
不足はさらに深刻になろう。また，私有地等の状況の悪
化が，公共的施設による安全化をはるかに上まわる実態
を考えると，何らかの土地利用規制の方策を導入しなけ
れば，避難場所の維持，確保に支障をきたすものといえ
よう。
9. 地域構造と震災危険地域
東京の土地利用の特色が，地域によってことなるこ
と，その背景に東京の土地利用の歴史的展開があるこ
と，過去と現在で震災危険地域がことなることなどを概
観した。そこで，今後の研究展開を考えるうえで，震災
危険地域の長期的変遷と今後の展望をしておきたし、。
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表9 1600年以降の東京の被害地震の頻度
1600～ 
1650年
1700年
1750年
1800年
1850年
1900年
1950年
内陸型 l海洋型
（マグニチュードJ I 〈マグニチュード）
9 (6. 1～7. 1) 
3 (6.4～6.9) 
2 (6.6～6.9) 
1 (6 1〕
2 (6 3～6. 6) 
7 (5.9～7. 5) . 
5 (58～7.0) 。
1 (7. 1〕
0 
1 (8.2) 
1 (7.3〕。
。
1 (7.9〕。
.n- I …～7-5〕I 4 (7. 
東京の震災年表については，いくつかの文献があるの
で詳しくは例えば最新の理科年表をみて頂きたい。江戸
に幕府がおかれてからあとについて考えるのが，それ以
前の記録の不充分さを考慮すると，妥当であろう。表9
に， 1600年以降の被害地震の頻度を示す。 50年区切り
を， 25年前後にずらしてみても大勢に変化はなく，内陸
型のマグニチュード5-8～7.5の地震の発生頻度の高い期
間と，低い期間のあることが明らかである。海洋型のマ
グニチュード7-1～s.2の地震の発生にも，間けつ性のあ
ることがわかる。とれらのうち，東京にとって大きな被
害をもたらしたという点で注目をされているのが安政2
年10月2日（1855年11月11日）の安政地震（江戸地震〕
と大正12年（1923年） 9月1日の関東大地震であり，内
陸型と海洋型の地震モデノレを考える地震となっている。
しかし，内陸型についてみると，マグニチュード7.0前
後のやや深い位置で発生する地震がしばしば軽微な被害
を与えているので，三のタイプをモデルにしたモデル地
震について東京の耐震性を検証する必要を説く声はかね
てから強かった。
東京都地震部会は前部会長の河角広の指導もあって，
大正12年地震をモデル地震に考え，各種の防災施策を考
えてきたし国の防災施策も同様であった。こうした選
択の背景に，大被害を想定，それに対応する防災施策を
用意することが，訪災の施策を有効に進めることができ
るという考え方があったものと判断できる。
内陸型のマグエチュード7前後の地震には，安政の江
戸地震のように．きわめて浅く，せまい範囲で震度Vilの
被害と，それをとりまくやや広い範囲で震度VLVの被
害を発生するタイプと．やや深い深度30km以下のマント
ル上部層に発源する明治27年東京地震に代表されるタイ
プの地震とに大別できる。後者の震源地は東京低地やそ
れにつづく千葉県東部，あるいはやや離れて埼玉中西部p
横浜付近などにわかれるが，これらは何れも震度Vの被
害にとどまっている。被害地域は多摩川下流部平野と
か，東京低地の一部をカパーし，想定としては低地部の
全域を震度Vと考えればよし、。台地域は，震源地の如何
によって部分的に震度Vの地域に見舞われることにな
る。このタイプの地震に対する対応策は，低地域が震度
VI，台地域が広く震度Vの地震にみまわれるとして進め
る対策と本質的にことなる点はない。被害地域がせま
し被害の程度も弱いので，救援，復旧等の直後対策は
しやすし、。地震学的にはこのタイプの地震の発生頻度が
高く，したがって近い将来に再び発生する確率も高いと
いえるであろう。
安政地震と同じ規模のごく浅い地震の発生は，関東大
震災の再来以上の被害を限定された範囲に与えるであろ
うが，活断層起源、のごく浅いマグニチュード6前後の地
震の可能性は，東京周辺の活断層の実態が解明されるに
つれ，たとえば立川断層の再活動によって，立川市の市
街地を震度V～VIの地震で被害を与えるような被害想定
モデルの構築が可能になってきた。
そこで，今後の震災問題研究の基礎として， L、くつか
のモデノレ地震を設定し，それに応じた震災危険地域を想
定するフィジカノレなアプローチが一方で必要になるし，
一方ではモデノレ地震の震災危険地域内の地域構造と被害
の発生，拡大，阻止に関する調査研究が要請されるよう
になろう。しかし，モデル地震の震源は，現在までの地
震観測データや活断層調査の結果からみて，東京低地，
荒川低地，多摩川低地，台地をきざむ谷底の平野により
大きな被害を与えるように設定されるであろう。別のい
い方をすれば，山の手台地から三多摩の台地域が震度V
以下となって，想定上被害地域外になる可能性も高くな
るのこのことが災害予防のうえで有効に作用するかどう
かはにわかに判断しがたし、。というのは，災害予防のう
ち，火災防止についてはL、まのところ一般住民に期待す
る点が多いので大差はないが，国も都も災害予防のため
の都市改造を防災施策の重点として取上げているので，
この点についての影響に注目しなければならなし、からで
ある。
大震災を想定し，これに対応する防災都市の建設を目
ざすことは都の震災予防計画の第2の課題にあげられて
いるところである。都市改造に巨大な予算と超長期の計
闘が必要であるが，次の震災を中小規模のものと考える
と，確率的に低地帯の一部または大部分に被害地域が形
成されるであろうから，被害地域と防災都市計画実施中
の地域とのくいちがいを生ずる可能性もあり，改造事業
の着工順位の選択に頭をなやますことになろう。たしか
なことは，山の手台地の火災危険の高い地域の改造順位
がと位にはなりにくくなるということである。
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地震予知観測ネットワークは，年をおって整備され，
中小規模の地震についても地震情報を提供できるように
なろう。したがって，第4の課題である火災等の防止を
あらかじめ地震直前に徹底させることが期待できるよう
になり，ひいては超長期の施策の目標は第3の課題たる
破壊の防止にむけられることになる，とも考えることが
できょう。とくに地震水害を防ぐ決め手となる内部河川
の護岸などの強化は相対的に重要性をますはずである
し，砂地盤の液状化も不可避で，これによる被害の拡大
を防止する方策を整理しておくべきであろう。地下埋設
管の後遺症的被害も注目すべきポイントのーっとなろ
うF
以上のような諸点を考えに入れて，東京50km圏に関
係するモデノレ地震とそれによる地形地域ごとの震災危険
の特色，その地域の特色を表10に示す。こうした整理を
していくと，どこが震源地域であっても，震災危険は，
下回j低地と台地を刻む谷底平野，あたらしい宅地造成地
の多い多摩丘陵といった地域で高く，火災，地震水害，
セ地造成及び斜面の崩壊に注目するのがよいであろう。
危険の程度は震源地域によってことなることはし、うまで
もなし、。斜面崩壊や階段状の宅地崩壊は次の震災の特色
のーっと考えられているが，現在の宅地造成地はこれま
でのいくつかの小被害を出した地震時に脆くもずれてい
る例が多いし，法規上も地震を考えた規制はとられてい
ないη 水田に盛土した低地域の’七地なども被害を多発す
る可能性なしとしない。
しかし関東大地震や安政江戸地震の再来以外では，
大被害を規定しにくいし火災防止と地震水害防止に万
全を期することができれば，被害は中程度以下とみるこ
とができる。
10. あとがき
！）~災危険の地域的集積を追究していくと，火気に対す
る規制や木造宅地の拡大に対する配慮の欠如とともに，
！：地利用配置の下じきとなる都市計画のないこと，水利
の不備，地盤沈下による 0メートノレ地帯の拡大防止に対
する配慮の欠如など，土地利用計画，水利用計画の面での
不備が限につく。しかも，関東大震災後の当時の市街地
外縁部でのスプロール的拡大，第2次大戦後の戦災地域
に対する無策，昭和30年代の高度成長期の外縁地域での
都市政策の欠如などがかさなって，今となっては対策し
にくい事態が形成されていったことが明らかである。
こうした事態に対Lては，地震時火災危険の高い地域
を構造的に分断するか，火災防止にこたえるよう外縁地
域に消防力を増強し，消防施設を幣備して対応するか，
地域の耐震性を高めるために木造家尽の更新を促進する
か，火気の規制を強化するといった方法で対応せざるを
えないであろう。それらは何れも財政負担が重すぎると
か，地元住民の協力をえにくいといった問題をかかえて
いる。東京都震災予防条例は都民の理解と協力を求めて
いるが，震災危険についての理解の徹底にはじまり，防
災事業に協力するまでの一連の課題を解決することが，
行政当局に課された任務である。また，震災危険地域の
構造は，地盤の振動特性の分布とともに，人為的要因に
よってもっくりだされていることに注目し，危険地域を
外縁的に拡大することをたちきる必要がある。東京下町
低地の震災危険地域は，北へのびて埼玉県下にひろがろ
うとしているのこの意味では広域的に土地利用計画の下
じきを用意して，誘導するように市街地を形成するとい
った考え方が必要になろうハ
構造を短時間で改造しようとすることには，経費負担
の面iからの制約が大きL、。規制，管理，誘導といった地
域住民との協調の聞に，解決策を見出すべきかも知れな
緑地と指定されながら，遂iにその地域に建築主主準法
によって木造建物がたてられていった昭和30年代の市街
地化，地盤沈下防止に無能な法令，鉱業法をたてに今も
f！摘がたえない地盤沈下地域での天然ガス採取など，危
険を拡大していったことに諸法令が関係していること
も，ある機会に悪循環をたちきるようにしてし、かねばな
らないであろう p
消防水利，消防施設などの設置が現行法令の制約から
障害をうけている反面，火災の要因となる小規模施設の
防火管理が現行法規では出来ないとか，車綱交通の日常
的規制が不充分であったり，消防ポンプ車の活動に支障
の多い路上の駐車，せまい道路ぞいのプロック塀など都
市的土地利用に関して指摘すべき事項も多L、。
現行の災害対策基本法が風水害にかたよっているた
め，震災対策には不充分という考えもある。土地利用の
規制も建築基準法等で可能な面もあるが，現実は危険排
除に有効に活用されているとはL、えないことも多L、。こ
れらの諸点を次稿で論じたいn
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